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はじめに

　お客様のニーズは日々変化するとと
もに、ますます多様化しています。私
たち通信建設業を営むものとしては、
従来からの通信業を中心とした事業

（以下、既存事業）から、あらゆるお
客様のご要望に対応する事業（以下、
成長事業）へ、どう追随していくの
か、どう変わっていくのかを実現する
タイミングであると思っています。　
　また、一方で、少子高齢化の進展に
ともない、労働生産人口が減少傾向に
ある中、労働力の確保が企業としての
重要課題となっています。
　私たちソルコムグループでは、これ
らの重要課題の解決に向け、事業ドメ
インの大胆な変更に着手することと

し、既存事業（NTT事業）で培った
「技術力（品質）」と「人財」を最大限
活用して、新たなフィールドである

「成長事業」にチャレンジすることと
しています（図１） 。

　具体的には、既存事業の生産性を高
め、業務を効率化することで稼働を創
出し、その創出した稼働に対して、成
長事業に必要な知識・スキル・技術を
付けてもらった上で、成長事業に振り
向けるということを行っています。こ
れは、広く世の中的には「両利きの経
営」※１と言われているやり方です。
　ここでは、その取組みを進めるため
の、重要な要素である、「DXを活用し
た人財マネジメント」についてお話を
させていただきます（図２）。

DXによる人財マネジメントの実現
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図２　既存事業から成長事業への転換
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図１　当社の2023年度経営方針

　ソルコムは新時代のエンジニアリング企業として、お客様の要望と信
頼に応え、地域社会の発展に貢献することを企業理念として事業活動を
展開しています。

DXによる人財マネジメントの実現

※１： 両利きの経営：既存事業の堅実な改
善「知の深化」と将来を見据えた新
規事業の探索「知の探索」を両立さ
せるとともに、既存事業の資産を新
規事業に活用させる経営
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成長事業に向けた人財戦略

　当社は「成長事業」のなかで、特に
エネルギー分野に重点を置き、今年７
月に組織再編を行うなど（E&N事業
本部・エネルギー事業部の設置）取組
みの強化を図っています。
　またエネルギー事業を拡大していく
うえでは、法令に従って電気工事に関
する有資格者を配置する必要があるこ
とから、「１級電気工事施工管理技士」
の増員を重要な人財戦略の１つとして
進めています（図３）。
＜育成マネジメントの改革＞
　実施体制として、社員の資格取得管
理は支店等の各組織が個別に行ってい
ましたが、本社人事ラインが全社を一
元的に統括する体制へ移行し、人事配
置を含めた実行力の強化とスピード
アップを図ることとしました。
＜個人別CDPの作成＞
　１級電気工事施工管理技士は、検定
の受験要件として一定期間の実務経歴
が必要ですが、条件によって必要な期
間にかなりの幅（学歴により、３年か
ら11年６カ月間）がありますので、
最短で取得するための「道のり」をパ
ターン化しています。
　これを関係者が共有認識したうえ
で、社員ごとの現状の保有資格、過去
の工事経歴、学歴等から、「（a）施工管
理パターン」、または「（b）作業経験パ

図３　１級電気工事施工管理技士取得への道のり
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ターン」のいずれかを、最短ルートに
定めて、人事配置や従事する工事の選
定などを各施工組織と本社人事ライン
が連携して「個人別CDP」を作成し、
その進捗管理も組織連携して行ってい
ます。 
　なお当社のポテンシャルとして、第
２種電気工事士を現在241名の社員が
保有していますので、これらの社員の
育成をすることで増員に向けて高い実
現性があるものと考えています（図４）。
＜資格取得に向けた社員サポート＞
　資格取得に向けて努力するのはそれ
ぞれの社員ですので、チャレンジする
プロセスのサポートと成果に報いる取
組みを始めています。
　「合否に関わらず受験費用の会社負

担」「合格・取得時の奨励金の拡大」
などによりモチベーションの向上、ま
たミライト・ワングループの連携によ
り、社内研修「みらいカレッジ（Web
学習）」の充実を進めており、その活
用を推奨することで、学習機会を提供
し、合格率の向上を図っています。

DXによる人財マネジメント

　一方で、有資格者・技術者を、いか
に効率的・効果的に工事に配置・活用
するかということも事業推進に重要な
要素となります。
＜施工稼働見える化ツール＞
　例えば、営業活動のなかでお客様か
ら新規案件のお話をいただいた場合、
必要な技術者（監理技術者など）を配
置できるか、特に法令により“専任”配
置が必要な場合は、その体制確保がそ
のまま受注の可否に関わってきます。
　従来はこれらの配置調整は、各施工
担当で個別で行っていましたので、急
ぎの案件の場合などにおいて、迅速な
調整ができず、営業活動への支障も生
じていました。
　こうした状況を解決するため、トッ
プマネジメントからのミッションを受
けた、事業改革PT（当社のDXを推進
するチーム、豊富な現場経験からの業
務知識と開発スキルを兼ね備えた集
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団）が作成した「施工稼働見える化
ツール」についてご紹介します（図
５）。
　社内には、工事管理や社員の保有資
格を管理したデータベースが複数存在
しています。これらを一元的に活用す
るためのツールが必要とされました。
ツールにより実現する機能は次のとお
りです。
①�全社員の保有資格および工事経験

（現状では過去10年間）の把握

②�各工事の技術者等の配置状況の把握

（工事ごとおよび全工事一覧）�

③�技術者ごとに、担当しているすべて

の工事を把握（複数工事・複数の業

種を想定）

④�必要な資格、工期の指定から、配置

が可能な“空き技術者”の検索。

図５　「施工稼働見える化ツール」作成に至ったストーリー

「専任の監理技術者」配置が
必要な工事になる。でも、最近
工事が多くて、そのうえ工期延
長が何件もあって、技術者配
置の調整が大変になっている。
すぐには回答できない。
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ベースがあるのに、なんで、
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【ある人】

【ＰＴメンバ】
毎度ありがとう
ございます。
早速解決します。

事業改革ＰＴ・・・
それは、豊富な現場経験からの業務
知識とアプリケーション開発スキルを
兼ね備えた、ある人の切り札である・・・

事業改革ＰＴ、
出番だぞ。
施工の技術者の件を
「見える化」したい。
サクッと頼むぞ。

図６　「施工稼働見える化ツール」と各組織との共有と活用
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システムメニュー

　これは前述の専任技術者の配置が必
要な新規営業案件での迅速な技術者・
工事体制の確保調整における武器とな
るものです（図６）。
　なお、このツールにより統合された
データベースは、日々更新しリアルタ
イムな状態を維持しておりますので、
適格な判断・調整がタイムリーに実施
できるものとしています。
＜各組織でのマネジメントに活用＞
　「施工稼働見える化ツール」は、適
正に権限を付与することにより、社内
のどの組織からもアクセスし、情報の
閲覧・共有を可能としています。　
　これにより、人事部門と施工部門等
が連携して行う「個人別CDP」の作
成や進捗管理にも有効なものとなって
います。さらに１人の社員の担当する

工事量や業種を把握できることから、
スキルの評価や特定の社員に業務量が
偏った状況とならないよう管理するた
めの情報収集が可能となるなど、各部
門の多様なマネジメントに拡大して活
用を図ることとしています。
＜DXによる生産性向上と営業推進＞
　見える化本来の目的は、個人成果の
見える化により現状を把握、個人の暗
黙知を組織へ共有、プロセスの見える
化によりムダを改善、といったものが
あるとされており、当社の見える化も
これらの考えを踏まえたうえで、生産
性向上の取組みとして進めています。
　施工稼働以外でも、「故障修理の見
える化《ほしゅてむ》」「サービス総合
アクセス工事の見える化」「SO工事の
見える化」などの社内ツールを作成し
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ております。
　その他には、アクセス設計業務の一
部をフロースルー化する効率化ツール
として「S-Quattro」を開発し、あわ
せて生産性の向上を図っています。
　またDXはエリアフリー化にもつな
がります。将来的にはエリアフリーに
より実施可能な業務はすべて本社等へ
集約を行い、支店・営業所等では現地
で行うことが必須となる設備等の調査
やお客様などの社外対応に特化するこ
とにより、生産性を飛躍的に高めたい
と考えています。
　さらに、支店等では社外対応に注力
することができますので、そのなかで
営業活動を行い、新たなビジネスチャ
ンスを獲得することを期待して、営業
力強化に必要な知識や応対スキルの付
与についても取り組んでいるところで
す。

人間中心経営と
ワーク・ライフ・スタイル改革

　成長事業への転換に向けた人財戦略
においても、主役は1人ひとりの社員
となります。
　社員が、健康かつ安全であるととも
に、チャレンジへのモチベーションを
向上させるための社内の環境が重要で
あり、この環境改善に人間中心経営と

して取り組んだものについてご紹介し
ます。
＜ワーク・ライフ・スタイル改革＞
　これまでも働き方改革として「年次
有給休暇の取得率向上」「リモート
ワークの推進」等の各種施策に取り組
み「男性育児休業の取得（40%）」、「女
性採用者率の向上（35%）」などは一
定の成果をあげています。
　今後はさらに、働き方（ワーク）と
生活（ライフ）の両面から改善を図る

「ワーク・ライフ・スタイル改革」と
して、制度やD&I、社内コミュニケー
ションまで幅広いメニューを整備した
取組みをはじめています。
　特に若年層には、「育児介護短時間
勤務の拡大」「子供への手当増額」「プ
チフレックス導入」といったものは、
ワーク・ライフにおける満足度を向上
させるために有効なものだと思ってお
ります。
　人財確保の面でも、中途採用、カム
バック採用、また社内FA制度といっ
た多様な人財の獲得や社員自らの変革
への意欲に応えるものとしています

（表）。

＜人間中心経営トピック＞
　当社は、広島県と県内企業が連携し
た「Teamがん対策ひろしま」へ第10
期登録企業（21社）として８月に登
録しました。
　これは、がん検診の受診率向上や、
治療と仕事の両立支援、さらにはがん
患者団体様等の支援など、がん対策に
主体的かつ積極的に取り組む企業とし
て認定されたものです。
　当社の年齢構成は40～50歳代に集
中し、社員の健康意識も高まっていま
す。特定検診メニューの充実や人間
ドック受診の向上などを行い、さらな
る「健康経営」に向けた取組みを進め
ているところです。

「Teamがん対策ひろしま」に登録

湯崎広島県知事（左）と大橋社長（右）

第10期登録企業（21社）の皆様

おわりに

　私たちソルコムグループは、お客様
ニーズ、社会環境の変化に対して「ド
メインチェンジ」を図り、今後もAI
やロボット技術なども取り入れ、DX
をさらに進化させることにより、『超
通建』をめざして果敢にチャレンジを
続けます。
　そして、ミライト・ワン グループの
Purpose（パーパス）である「技術と
挑戦で『ワクワクするみらい』を共創
する」の体現に取り組んでまいります。

 ＊2023年７月　育児休業取得率（男性）
  　全国平均　46%（厚生労働省）
＊2019年　建設業入職者　女性の割合
　　全国平均　19.4％（国土交通省）

表　「ワーク・ライフ・スタイル改革」の取組みについて

施策項目 取組みメニュー

制度改革 ・プチフレックス導入
・長期出張滞在費の新設

働き方改革
・時短対策（時間外縮減、年休取得促進）
・WEB会議環境改善
・働きやすい服装

Ｄ＆Ｉ
・育児介護短時間勤務の拡大
・子供への手当増額
・くるみん認定（子育てサポート企業）【申請中】

人財獲得、
配置・任命 ・優秀人財獲得（新採・中途・カムバック、社内FA）

健康経営 ・健康経営優良法人認定
・Teamがん対策ひろしま登録（2023.8）

コミュニケーション ・新入社員サポートの充実
・職場レクリエーションの実施


